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【表1】外来環と外安全・外感染の施設基準の比較

外来環１（廃止） 外安全１（再編・新設） 外感染１・２（再編・新設）
診療所である → →①②

初診料注１の届出を行っている →①②

以下のいずれの研修も終了した常勤の歯科医師が1人以
上配置されている → →②

偶発症に対する緊急時の対応 →
医療事故対策等の医療安全対策 →

（新要件）
感染経路別予防策、新型インフルエンザ等感染症等に対する対策・
発生動向などに関する研修を1年に1回以上受講。年に1回東海北陸
厚生局に受講状況を報告する②

以下のいずれかの人員が配置されている → →①②
歯科医師が複数名いる → →①②
歯科医師、歯科衛生士がそれぞれ1人以上いる
（外感染に一部新要件） →

→①②
もしくは院内感染防止対策に係る研修を受けた者が1人以上いる①

（新要件） 医療安全管理者を配置している 院内感染管理者を配置している①②
以下の装置・器具等を有している → →①②

自動体外式除細動器（AED） →
経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター）→
酸素（人工呼吸/酸素吸入用のもの） →
血圧計 →
救急蘇生セット →
歯科用吸引装置 →①②

偶発症などの緊急時に対応できるよう、別の医科医療機
関との連携が確保されている →

（新要件）

以下のいずれかを満たしている
（財）日本医療機能評価機構の歯科ヒヤ
リ・ハット事例収集等事業に登録
医療事故・インシデントなどを分析し、
改善を実施する体制を整備している

歯科用吸引装置などで、各ユニットごとに飛散物質を吸
収できる環境が確保されている →①②

緊急時の連携方法や対応方法、医療安全管理対策の実施
を院内掲示している（一部新要件）

→
原則としてウェブサイトに掲載している （注）外感染には院内掲示の要件がないが、歯初診で院内掲示、ウェ

ブサイトへの掲載が必要①②

（新要件）
新型インフルエンザ等感染症等の発生時に、感染患者・疑似症患者
を受け入れることを念頭に、汚染区域と清潔区域のゾーニングがで
きる体制がある②

（新要件） 新型インフルエンザ等感染症等発生時の事業継続計画を策定してい
る②

（新要件） 新型インフルエンザ等感染症等発生時に外来診療を円滑に実施でき
るよう、別の医科医療機関との連携が整備されている②

（新要件）
新型インフルエンザ等感染症等の発生時に当該地域において、別の
歯科医療機関から感染患者・疑似症患者を受け入れる連携体制が確
保されている②

外来環１の届出 今回算定する加算 ２０２４年６月１日以降に算定する場合 ２０２５年６月１日以降も算定する場合

２０２４年３月末日時点で届出を
していない歯科医療機関

外安全１
外感染１
外感染２

２０２４年５月２日～６月３日までの間に、
すべての要件を満たし届け出ることが必要

２０２４年３月末日時点で届出
済みの歯科医療機関

外安全１ 変更された要件をすべて満たしているとみな
され、届け出は不要 すべての要件を満たし、２０２５年５月末まで

に届け出ることが必要
外感染１

外感染２ ２０２４年５月２日～６月３日までの間に、
みなし項目を含めて届け出ることが必要

【表2】外安全・外感染の経過措置に関わる届出の要否

歯科新点数説明会で決議を採択
歯科医療費の総枠拡大と診療報酬
大幅引き上げ、薬価の選定療養導入
撤回を求める

2024歯科診療報酬改定情報⑪
外来環の廃止と外安全・外感染の新設
　今回の改定で歯科外来診療環境体制加算（外来環）は廃止となり、歯科外来
診療医療安全対策加算（外安全）と歯科外来診療感染対策加算（外感染）に再
編された。歯科診療所では外安全１、外感染１または２を算定する。
　再編された加算は、いずれも施設基準の届出が必要だが、経過措置期間が設

けられている。
　施設基準要件については表１を参照のこと。2024年3月末時点で外来環の届
出を行っている歯科医療機関は、2025年5月末までの間、新たに設けられた要
件などを満たしているとみなされる。
　経過措置に関わる届出の要否は表２を参照のこと。

※表１の「→」は外来環の要件と同様であること、また外感染の欄において、

①は外感染１の、②は外感染２の要件であることを示す。

　3月30日、31日に開催した歯科新点数説明会では、以下の二つの決議を参加
者一同で採択した。
「歯科医療費の総枠を拡大し、大幅な診療報酬引き上げを求める決議」
【趣旨】
　今次改定における歯科診療報酬改定率は、賃上げ対応を含めて、わずか
0.57％であり、歯科医療機関の経営改善は困難である。ベースアップ評価
料が新設されたが、歯科医療従事者の賃上げは、歯科医療機関の経営改善
とともに考えるべきである。
　施設基準の届出の有無で歯科医療機関の間に格差を持ち込む「一物二
価」の体系を温存することや、医療ＤＸ推進のための加算をやめて、歯科
医療従事者も国民も安心できる歯科医療を提供できるよう、診療報酬の改
善を求める。

一、患者さんに寄り添った歯科医療を提供し、歯科医療従者が安心して働くこ

とができる賃上げの実現、疲弊した歯科医療機関の経営を改善できるよ

う、歯科医療費の総枠を拡大し、診療報酬を大幅に引き上げること。

「薬価の選定療養に反対し撤回を求める特別決議」
【趣旨】
　政府が10月から導入しようとしている医薬品処方の選定療養化は、保険
診療の範囲で治療を受けたにもかかわらず、一部負担金を超える患者負担
を強いるものである。強引な後発医薬品への誘導で、医療保険制度を崩壊
させるものとなる。
　これは、歯科医療での差額徴収問題を想起させ、クラウン・ブリッジ維
持管理料から金属歯冠修復物を外したことからも、金属材料料の保険外し
が危惧される。混合診療に道を開くことになりかねない選定療養の拡大に
反対し、撤回を求める。

一、後発医薬品のある先発医薬品（長期収載医薬品）を使用した場合に、薬価

差額の一部を患者負担とする選定療養の導入を撤回すること。

　上記の決議は、4月4日に厚生労働大臣とマスコミに送付した。

　　「歯科診療報酬改定情報」は保険医協会ホームページ（https://
aichi-hkn.jp）にも掲載されます。また、WEB上で質問が可能な
「歯科社保質問フォーム」を作成しました。ぜひご利用くださ
い。　　　　　　　　　　　　　　　　二次元コードから→

※「シリーズ保団連歯科医療改革提言⑤」は、紙面の都合で掲載を見送
りました。次回は5/5・15号に掲載予定です。

（　） 愛 知 保 険 医 新 聞 （第三種郵便物認可）


